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〔学会報告論文〕

FASB 概念ステートメント第 8 号第 6 章「測定」の 
特徴と個別基準への影響

金子　友裕
（東洋大学　教授）

SFAC 第 8 号第 6 章「測定」の公表により，FASB の概念ステートメントは全て SFAC 第 8 号に置き換え
られることになった。本稿では，SFAC 第 8 号第 6 章の特徴を明らかにするため，コメントレターの分析を
含めた ED との比較，IASB の 2018 年概念フレームワークとの比較，及び SFAC 第 7 号等との比較を行った。
ED との比較では，結論の根拠で示される再調達原価の記述につき，再調達原価を出口価格と位置付けてい
ることの問題及び「出口価格とみなせる特定の測定」の概念が不明確であるという問題があった。2018 年
概念フレームワークとの比較では，区分の対象が測定システムか測定基礎かという差異等が存在するが，ど
のような測定を要求しているかという観点では相当に類似する測定方法となっていた。そして，SFAC 第 7
号等との比較では企業固有の価値に着目した比較を行ったが，SFAC 第 7 号における企業固有の価値の排除
の理由や現行の公正価値測定に影響を与えない概念ステートメントとなっている等の結果を確認した。さら
に，SFAC 第 8 号第 6 章の公表による影響について減損会計を取り上げて検討した結果，企業固有の価値の
取扱いや取引コストの取扱いから，現行の減損会計を変化させる要素が見出された。

A Study on the Characteristics of  
FASB Concepts Statement No.8 Chapter 6 “Measurement”

Tomohiro KANEKO
（Professor, Toyo University）

This paper reviews to clarify the characteristics of SFAC8 Chapter 6 “Measurement”. In this study, I 
compared it with the ED including analysis of comment letters, with the IASB's 2018 Conceptual 
Framework, and with SFAC No.7. In the comparison with the ED, the description of “replacement cost” in 
the Basis for Conclusions has problem that it positions “replacement cost” as an exit price. In comparison 
with the 2018 Conceptual Framework, there are some differences, such as whether the classification is 
based on a measurement system or a measurement basis, but they are similar in terms of what kind of 
measurement is required. In the comparison with SFAC No.7, I focused on the entity-specific value. I 
confirmed the reasons for the exclusion of the entity-specific value in SFAC No.7, and the result that the 
concept statement has no impact on the current fair value measurement. Furthermore, I discussed the 
impact of the issue of Chapter 6 on impairment accounting. As a result, I found elements that will change 
the current impairment accounting in the future because of the treatment of entity-specific value and 
transaction cost.
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Ⅰ　はじめに

財務会計基準審議会（以下「FASB」とする）は，2010 年 9 月から財務会計概念ステートメント（1）（以
下「SFAC」とする）第 8 号「財務報告の概念フレームワーク」を章ごとに公表してきている（2）。2023 年
12 月 21 日に SFAC 第 8 号の公開草案 6 章「測定（Measurement）」（以下「ED」とする）を公表し，2024
年 7 月 12 日に SFAC 第 8 号第 6 章「測定（Measurement）」（以下「SFAC8Ch.6」とする）を公表した。

2004 年に国際会計基準審議会（以下「IASB」とする）と FASB の共同で，概念フレームワークの改訂プ
ロジェクトに着手し，2010 年に SFAC 第 8 号第 1 章「一般目的財務報告の目的」及び第 3 章「有用な財務
情報の質的特性」を公表している。しかし，その後は共同での概念フレームワークの作成を休止することと
し，それぞれが概念フレームワークの改訂を行っている。

FASB は，2014 年 に SFAC の 改 訂 プ ロ ジ ェ ク ト を 再 開 さ せ，SFAC 第 8 号 の 各 章 を 公 表 し て い る。
SFAC8Ch.6 は，この中の最後に公表された章ということになる。そして，SFAC8Ch.6 の公表により，SFAC
第 5 号及び SFAC 第 7 号を差し替えることとされ（SFAC8Ch.6，pars.B1-B2），これによりこれまで公表さ
れてきた SFAC 第 1 号から第 7 号までの全てが差し替えられ，SFAC 第 8 号に集約されたことになった。

後述するように，SFAC8Ch.6 では SFAC 第 7 号が除外した企業固有の価値の測定を認めるという方向転
換がある。本稿では，この方向転換を意識しつつ，ED と SFAC8Ch.6 の差異について ED に向けたコメント
レター等を参照しつつ分析する。また，SFAC8Ch.6 の特徴を明らかにするため，IASB の概念フレームワー
クや SFAC 第 7 号との比較検討を行う。さらに，減損会計を取り上げ，SFAC8Ch.6 の今後の影響の可能性
を検討することとする。

Ⅱ　SFAC8Ch.6 の概要

1．ED の概要
ED では，測定を「財務諸表において認識される項目の関連性のある（relevant（3））数的表現を決定する

手続である。」（ED，par.M4）と定義する。そして，資産の報告価額は処分又は使用によって回収可能な金
額を上回ってはならず，負債の報告金額は移転又は履行によって決済可能な金額を下回ってはならないとい
う前提（回収可能性の前提（recoverability premise）及び決済可能性の前提（settleability premise））を提
案している（ED，par.M4）。この提案については，ED では「回収可能性又は決済可能性の前提を満たさな
い測定金額は，予測価値又は確認価値がより小さくなるため，より関連性の低い情報となる」（ED，par.
M4）と説明している。

また，測定は「当初認識時及びその後の各報告日で行われる」（ED，par.M4）とし，当初測定と事後測定
において考慮することとしている。そして，「当初測定又は当初測定額の変更は，収益，費用，利得若しく
は損失，又は所有者による投資若しくは所有者への分配の認識をもたらす可能性がある。このため，測定は
財務状態計算書及び包括利益計算書に影響を及ぼす可能性がある。」（ED，par.M4）としている（4）。

さらに，測定は「価格（入口価格及び出口価格の両方）にアンカーを置く」（ED，par.M5）とし，この点
について，「多くの交換取引では，入口価格と出口価格は容易に観察できる。観察可能な交換取引がない場合，
交換取引における対価が不確実なアウトカムに依存している場合，又は非貨幣の取引の場合では，価格は観
察されるものというよりもむしろ見積もられるものとなる（5）。資産若しくは負債又は類似の資産若しくは
負債の価格が市場で観察できる場合，その価格は見積りの基礎となる。その資産若しくは負債又は類似の資
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産若しくは負債の価格が観察できない場合，取引やその他の事象及び状況から期待される将来キャッシュフ
ローの見積りは，価格を再現する（replicating）目的で計算されなければならない。したがって，価格が直
接観察できない場合であっても，測定は価格にアンカーが置かれる」（ED，par.M6）と説明している。

このような測定に関する基本的な前提等を示した上で，ED は，入口価格システムと出口価格システムに
よる測定システムは関連性があり忠実に表現される唯一の測定システムで一般目的財務報告の目的を満たす
ものであるとして，入口価格システムと出口価格システムの 2 つから選択する測定システムを提案（6）して
いる（ED，par.M7）。

ここで，入口価格は「交換取引において，資産を取得するために支払われた価格（犠牲となったものの価
値）又は負債を引き受けるために受け取った価格」（ED，par.M7）であり，入口価格システムは「しばしば
取得原価システム（historical cost system）と呼ばれる」（ED，注 11）とされるものであり，入口価格シス
テムでは「取得した資産を入口価格（原価）で当初に計上することを要求し，原価をその使用期間にわたっ
て配分し，調整後の入口価格とすることを要求する」（ED，par.M10）と説明している。

そして，出口価格は「交換取引において，資産を売却するために受け取った価格（受け取ったものの価値）
又は負債を移転若しくは決済するために支払った価格」（ED，par.M7）であり，出口価格システムでは「資
産及び負債は，取得後最初の報告日において見積り出口価格によって測定され，かつ，各報告日において当
該報告日における見積り出口価格を反映させるように再測定される」（ED，par.M15）と説明している。

また，出口価格システムでは，「企業が資産を売却して受け取るであろう又は負債を移転又は決済するた
めに支払うであろう市場参加者の価値又は企業固有の価値で資産又は負債を計上することを要求する」（ED，
par.M15）とし，出口価格システムには市場参加者の価値と企業固有の価値の 2 つがあるとしている。これ
は，出口価格が観察可能ではない場合に，市場参加者の観点（perspective）から見積もられるものと企業
固有の観点で見積もられるものという差異になり（ED，par.M16），「市場参加者の観点からの見積りのみ
が公正価値を表す」（ED，par.M21）としている（7）。

ED における測定システム（8）を図示すると次の図表 1 のようになる。

図表 1　EDにおける測定システム

測定システム   

入口価格システム 

（取得原価） 

出口価格システム  

市場参加者の観点からの出口価格 

（公正価値(9)） 

企業固有の観点からの出口価格 

（企業固有の価値） 

　　 （出典）筆者作成

さらに，ED では，入口価格システムと出口価格システムのいずれが適用されるかについて，測定される
特定の資産又は負債について，どちらのシステムが一般目的財務報告の目的に最も合致するかによって決定
されるべきとし（ED，par.M28），より関連性がある測定システムの決定は資産又は負債それ自体及びその
資産又は負債がどのように使用され又は決済されるかに依存するとした（ED，par.M30）。そして，「状況
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によっては，2 つの企業が同じ資産（例えば，棚卸資産）を提供した場合でも異なる価格で実現することも
あり，同じ負債（例えば，保証発生額）を異なる価格で決済することもある。対照的に，他の状況において
他の市場参加者は，同じ資産（例えば，持分証券への投資）が提供されれば同じ価格で実現する（realize）
こともあり，同じ負債（例えば，現金決済デリバティブ）を同じ価格で決済することもある。」（ED，par.
M30）と説明し，「固有の価格と固有でない価格の区別に基づいて測定を行う」（ED，par.BC6.14）とした。
つまり，具体的には，使用や決済の方法により固有ではない金額を実現することができるかどうかにより，
入口価格システムを採用するか又は出口価格システムを採用するかを区分するとしたということである。

2．ED と SFAC8Ch.6 の差異
ED 公表後，コメント募集を経て，SFAC8Ch.6 が公表されているが，この間にコメントレターは 25 通届

いている（10）。ここでは，ED と SFAC8Ch.6 の記述の差異を整理し，この差異が生じた理由をコメントレター
の記述等を参照しつつ検討することとする。また，コメントレターの記述のうち，SFAC8Ch.6 に反映され
なかった記述についても各議論の中で適宜取り上げて検討することとする。

なお，ED と SFAC8Ch.6 を見比べると，主要な内容に関してはほぼ変更はないといってよい（ただし，「出
口価格とみなせる特定の測定」の記述は捉え方によっては大きな変更とも考えられるため（3）①で詳述す
る）。おそらく，2023 年 12 月 21 日に ED を公表した後，2024 年 7 月 12 日に SFAC8Ch.6 を公表したス
ケジュールからも，大きな修正は想定していなかったのではないかと思われる。しかし，詳細にみるといく
つかの差異（11）が存在するので，これらを検討することとする。

（1）負債に対する決済可能性の前提の適用及び入口価格システムの配分等に関する文章の追加
SFAC8Ch.6 では，「入口価格システムは，資産の計上額が，処分又は使用により回収可能な金額を上回っ

てはならず，負債の計上額が，期待される使用又は債務期間にわたって移転又は履行されることにより決済
可能な金額を下回ってはならないという前提に立っている。」（SFAC8Ch.6，par.M12）という記述において，
ED にはなかった「又は債務」の追加を行っている。また，ED にはなかった「例えば，決済可能性の前提は，
契約上の負債が債務期間にわたって契約上の決済額に体系的に加算されることによって満たされる。」

（SFAC8Ch.6，par.M12）の記述を追加している。そして，ED における「この前提は，費用配分プロセスを
適用することによって満たされるとは限らない。」（ED，par.M12）を「この前提は，システマティックな
アモチゼーション又はアクリーション（12）の費用配分プロセスを適用することによって常に満たされるとは
限らない。」（SFAC8Ch.6，par.M12）として「アモチゼーション又はアクリーション」及び「常に」を追加
している。さらに，「いったん再測定されると，資産又は負債はその期待使用期間にわたって継続して配分
されるべきである。」（SFAC8Ch.6，par.M12）の記述を追加している。

この点について，SFAC8Ch.6 では結論の根拠の追加をしており，「一部の回答者は，入口価格システムに
おける回収可能性及び決済可能性の前提の適用に疑問を呈した。このフィードバックは負債に特有のもので
あり，回答者は，一般的に，前提が減損を通じて資産に簡単に適用できることを認めている。FASB は，入
口価格システムにおいて前提が資産及び負債にどのように異なる方法で適用されるかを説明することを決定
した。FASB はまた，前提が特定の時点ではなく，資産又は負債の予想使用期間にわたって満たされること
を強調する説明を追加することを決定した。」（SFAC8Ch.6，par.BC6.15）と説明している。

ここで，コメントレターにおける負債に対する決済可能性の前提の適用に関する疑問には，「入口価格を
使用して計上された負債は，通常，報告日現在，取引相手との間で債務を決済又は充足するために必要な金
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額，又は債務を第三者に移転するために必要な金額に基づいて，その後，より高い価格に評価されることは
ない。」（コメントレター PwC，p.3）や「これらの負債に含まれる取引コストについては，決済可能な金額
よりも少ない金額で計上されることになる。同様に，認識された負債から受け取る金額はマーケットメーカー
の買値であり，負債を決済するために支払う金額はマーケットメーカーの売値である。競争市場では，マー
ケットメーカーの買値は常に売値を下回る。従って，企業の負債は，決済可能価額を下回る金額で計上され
る。」（コメントレター AAA FRPC，p.3）等がある。

SFAC8Ch.6 における対応から，FASB では負債に対する決済可能性の前提の適用に関する議論に対して，
システマティックにアクリーションすることにより決済可能性を確保することが可能と考えており，この点
の説明を追加することで対応したものと思われる。なお，ここでの指摘は，取引コストの取扱いにも関連し
ており，次の配分等に関する対応とも結びついているものと思われる。

SFAC8Ch.6 では，入口価格システムに関して，ED にはなかった「回収可能性及び決済可能性の前提に従っ
て，費用を累積し及び使用期間にわたって配分又は債務期間にわたって発生（accrued）することが要求さ
れる。出口価格システムは，回収可能性及び決済可能性の前提のもと各報告日に再測定を要求する。」

（SFAC8Ch.6，par.M9）との記述の追加がある。また，配分等に関連した記述は，資産に関して「原価の配
分は，資産が使用され，それに対応する費用が発生したことを認識するものである。」（SFAC8Ch.6，par.
M10）の記述の追加があり，負債に関して「例えば，決済可能性の前提は，契約上の負債が債務期間にわたっ
て契約上の決済金額にシステマティックにアクリーションされることによって満たされる。」（SFAC8Ch.6，
par.M12）及び「いったん再測定されると，資産又は負債は，その期待使用期間にわたって継続的に配分さ
れるべきである。」（SFAC8Ch.6，par.M12）の記述が追加されている。

この点についても，SFAC8Ch.6 では結論の根拠を追加して，「入口価格システムでは，資産又は負債の当
初測定に取引コストが含まれる。出口価格システムでは，取引コストは当初測定時に費用とする。一部の回
答者は，取引コストの取扱いが入口価格システムの回収可能性及び決済可能性の前提とどのように関係する
かについて混乱があると表明した。FASB は，前提は資産又は負債の予想使用期間にわたって充足されるこ
とを強調した。」（SFAC8Ch.6，par.BC6.19）との説明がなされている（13）。

このような回収可能性及び決済可能性の前提や配分等の議論の背景には，（SFAC 第 8 号）「第 4 章の資産
と負債の定義には，『現在の権利（又は現在の義務）』と『経済的便益に対する権利（又は経済的便益を移転
若しくは提供する要求）』という概念が含まれている」（コメントレター Deloitte，p.2）との指摘のように，
資産及び負債の定義に合致するためには回収可能性及び決済可能性の前提が必要（14）になり，この前提を充
足するためには取引コストへの対応が必要になっているものと思われる。このため，仮に期末に事後測定を
行い資産及び負債の定義に合致するとしても，取得時においては資産の定義に合致しないという問題も内在
することになる。このように考えると，SFAC8Ch.6 は，資産及び負債の定義等の問題を抱えたまま財務報
告を成立させる（つまり，期末で調整することで前提を守る）方法に拘泥せざるを得なかったことになる。

なお，この点は，後に検討する減損会計の変更の可能性に関連するため，後述の V で検討を加えること
とする。

（2）出口価格システムに関する説明の追加
出口価格システムについては，SFAC8Ch.6 では「市場参加者の観点から（キャッシュフロー等を用いて）

決定又は見積られた出口価格は，最も一般的には公正価値と呼ばれ，市場参加者が秩序ある取引において資
産を売却により受け取ることを期待する価格又は負債を決済又は移転するために支払うことを期待する価格
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である。企業固有の出口価格は，特定の企業が資産の売却から受け取ると期待する価格又は負債を決済又は
移転するために支払うと期待する価格を反映している。」（SFAC8Ch.6，par.M16）という追加の説明が行わ
れている。この追加は，ED の内容と矛盾するものではなく，また，ED でも十分把握可能な内容である。こ
のため，2 つの観点からの出口価格の差異や公正価値の位置付けを明確にしようとしたものと思われる。

そして，SFAC8Ch.6 では「各報告日における資産又は負債の事後的な再測定により，資産が処分又は使
用により回収可能な金額を上回って報告されないこと又は負債が移転又は履行により決済可能な金額を下
回って報告されないことが保証される。」（SFAC8Ch.6，par.M17）や「市場参加者の価値と企業固有の価値
が常に同じになるとは限らない。」（SFAC8Ch.6，par.M18）という記述が追加されている。

この点につき，SFAC8Ch.6 では，結論の根拠の追加により「提案された章に対する回答者は，企業固有
の出口価格の定義や企業固有の出口価格がいつ使用されるかについて，FASB に明確にするよう求めた。
FASB は，企業固有の出口価格と市場参加者の出口価格の違いを説明する記述を追加することを決定した。」

（SFAC8Ch.6，par.BC6.18）と説明されている。
コメントレターでは，「一般目的財務諸表において，企業固有の出口価格測定が市場参加者の出口価格よ

りも関連性を有する場合を明確にすることを提案する。」（コメントレター Deloitte，p.4）等のように，こ
の点の指摘は多くみられた（15）。

なお，企業固有の価値については，「企業固有の出口価格の概念は，特定の利害関係者にとって直感的で
ない可能性があるため，『出口価格』測定システムの説明と特徴に企業固有の考慮を含めるべきかどうかの
検討を提案する」（コメントレター Deloitte，p.3）のように，そもそも企業固有の価値の使用に批判的な指
摘も多い。例えば，「企業が開発した無形資産について市場が存在しない場合を考えてみよう。使用価値には，
資産の使用価値に対する市場参加者の期待の企業の推測が必要かもしれない。市場参加者の期待についての
企業の期待に基づく資産の評価は通貨単位で表すことができるが，これらの期待を交換が発生したときに決
定される入口価格又は出口価格とすることができるかどうかは明らかではない。この見解は，『価格で測定
される』という概念を拡大する必要があることを示唆している。」（コメントレター AAA FRPC，p.4）のよ
うな指摘もあった。

また，「企業固有の出口価格の概念は，企業固有の仮定ではなく市場参加者の仮定を使用することを要求
している ASC 820 の公正価値の定義と矛盾する。企業固有の出口価格が公正価値との相関を有する傾向が
ない可能性があることを認識した上で，FASB の出口価格の定義における 2 つの構成要素をより明確にする
ことで，このセクションがより理解しやすくなると考えている。」（コメントレター PwC，p.5）のように，
現行の会計基準における公正価値の定義との関係で，企業固有の価値に対する懸念を示すものも複数あっ
た（16）。

このようなコメントレターの指摘に対して，SFAC8Ch.6 の対応は不十分といわざるを得ないと思われる。
概念ステートメントの性格として，詳細は各会計基準に委ねることは考慮するとしても，企業固有の価値や
この適用に関する追加的な説明は概念ステートメントのレベルで必要であると思われるが，上記の
SFAC8Ch.6 における説明の追加は，ED の内容で理解可能なものを重複させているだけであり，コメントレ
ターに対して納得のいく対応ではないと思われる。仮に概念ステートメントでは測定基礎まで記載をしない
方針としても，測定システムの適用のために後述する IASB の概念フレームワークで示されるガイダンスの
ような指針の作成を検討すべきであろう。
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（3）再調達原価への言及
①「出口価格とみなせる特定の測定」の検討

ED からの変更点には，「一部の回答者は，関連性があり忠実に表現する他の測定システムが存在する可能
性があると示唆した」（SFAC8Ch.6，par.6.14）とし，「FASB は，現在の再調達原価（current replacement 
cost）のような出口価格とみなせる特定の測定を決定するために使用される異なる技法がある可能性を認め
ている」（SFAC8Ch.6，par.6.14）との記述の追加がある。

この記述では，SFAC8Ch.6 が提示する測定システムには「出口価格とみなせる特定の測定」があるとさ
れるが，これは市場参加者の観点からの出口価格に公正価値以外にも再調達原価も含まれうるという意味で
あるのか（17），又は，出口価格システムに市場参加者の観点からの出口価格と企業固有の観点からの出口価
格以外にも第 3 の出口価格として再調達原価が許容される「出口価格とみなせる特定の測定」があるのか
が不明である。

再調達原価に関するコメントは多数あり，「再調達原価システムとは，day1 に入口価格を計上するが，報
告日ごとに，その日の同じ資産（又は負債）の入口価格と等しい再調達原価で再測定する方式である。なぜ，
入口価格での再測定は，状況によっては，潜在的に関連性と忠実な表現がなくなるのか。それは，再調達原
価で再測定することが費用対効果にかなうことが稀であるからであろうか。もし，そのような主張があるの
であれば，それを明確にする必要がある。」（コメントレター BYU Marriott，p.4）や「潜在的な測定システ
ム（又は，少なくとも入口価格の一種）としての再調達原価を無視することにより，ED は企業に対し，回
収可能性に関して資産の測定を過大評価する可能性のある取得原価入口価格システムか，回収可能性に関し
て資産の測定を過小評価する可能性のある出口価格システムのいずれかを強制する。単純に現在の入口価格
を追跡することにより，再調達原価は財務諸表利用者に関連性ある情報を提供することができる。さらに，
再調達原価は，時間的配分（例えば，アモチゼーション）と出口価格の減損という企業の裁量や基準設定主
体の問題となる可能性のある議論と実務を排除する。要するに，入口価格に関する記述は，『取得原価シス
テム』に限定しすぎており，もう 1 つの関連性ある入口価格測定システムである再調達原価を省略してい
ると考える。」（コメントレター AAA FRPC，pp.7-8）等の指摘がされている。

SFAC8Ch.6 では，これらのコメントに対応して，再調達原価が許容されうる旨を明記する対応をしたも
のと思われるが，この記述の捉え方の差異により再調達原価以外の測定基礎をどの程度許容できるかに差異
が生じかねないという問題が生じている。つまり，市場参加者の観点からの出口価格に再調達原価が含まれ
るとすれば，これ以外の測定基礎も市場参加者の観点が考慮できる範囲となると考えられ，第 3 の出口価
格とすれば特に制約はないことになる（18）。

SFAC8Ch.6 ではこの点が明らかではないが，この両者の差異を意識して図示したものが，次の図表 2 及
び図表 3 である。

いずれの考え方を採用しているか等については，今後の概念ステートメントのガイダンスの公表や会計基
準の開発等を通じて確認するしかないが，概念ステートメントの結論の根拠で第 3 の出口価格という新た
な概念が提示されたとすれば概念ステートメントのあり方に関わる大問題であるように思われる。仮に，測
定基礎の議論は各会計基準に委ねようとしているとしても，概念に影響するものは概念ステートメントの本
文で議論すべきと思われる。

なお，出口価格システムは「市場参加者の価値又は企業固有の価値で計上することを要求」（SFAC8Ch.6，
par.M15）という記述を素直に文理的に解釈すれば市場参加者の観点からの出口価格に再調達原価も含まれ
ることになるものと思われるが，この場合には市場参加者の観点からの出口価格の中で，公正価値を使用す
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る場合と再調達原価を使用する場合の区分が不明瞭になるという大きな問題が生じることになる。

②　SFAC8Ch.6 の記述からみる再調達原価の従来の理解からの変更
①で指摘したように，SFAC8Ch.6 では「出口価格とみなせる特定の測定」の例として，再調達原価が挙

げられており，ここでは再調達原価が出口価格として位置付けられている。
しかし，資産について，キャッシュアウトフローに基づく測定を入口価格，キャッシュインフローに基づ

く測定を出口価格（負債はキャッシュフローの向きが逆になる）と区分すれば，再調達原価は現在のキャッ
シュアウトフローに基づく測定であり入口価格に属するものとなるはずである。上記のコメントレターでも

「報告日ごとに，その日の同じ資産（又は負債）の入口価格と等しい再調達原価で再測定する方式」や「潜
在的な測定システム（又は，少なくとも入口価格の一種）としての再調達原価」のように再調達原価を入口
価格として位置付けてコメントされている。

ここで，SFAC8Ch.6 では採用されなかったようであるが，従来の一般的な理解に基づき，仮に再調達原
価を入口価格とした場合の測定システムを図示すれば，次の図表 4 のようになる。

従来の一般的な理解からすれば，図表 4 の測定システムが納得を得やすいように思われるが，SFAC8Ch.6
では図表 4 のような測定システムにはならないことになる。

SFAC8Ch.6 では明確ではないが，再調達原価を「出口価格とみなせる特定の測定」と位置付けるのであ

図表 2　SFAC8Ch.6 における測定システム（公正価値以外にも再調達原価が認められる場合）

  測定システム   

   

入口価格システム 

（取得原価） 

 出口価格システム  

  

   

 市場参加者の観点からの出口価格 

（公正価値，再調達原価等） 

企業固有の観点からの出口価格 

（企業固有の価値） 

　　 （出典）筆者作成

図表 3　SFAC8Ch.6 における測定システム（第 3の出口価格と捉える場合）

  測定システム   

   

入口価格システム 

（取得原価） 

 出口価格システム  

  

   

 市場参加者の観点か

らの出口価格 

（公正価値） 

出口価格とみなせる

特定の測定 

（再調達原価等） 

企業固有の観点から

の出口価格 

（企業固有の価値） 

　　 （出典）筆者作成
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れば，入口価格は取得原価及び修正取得原価（システマティックなアモチゼーション又はアクリーションし
たもの）に限定されるものとし，事後に再測定されたものは入口価格の定義に合致しないとでも考えざるを
得ない。この場合であれば，再調達原価は，システマティックなアモチゼーション又はアクリーションした
ものではないため入口価格とは区分されず，出口価格と位置付けられることになる（19）。

なお，このような考え方は，SFAC8Ch.6 が記述している入口価格と出口価格とで区分する測定システム
ではなく，当初測定と事後測定という測定のタイミングで区分していることとになる。つまり，システマ
ティックなアモチゼーション又はアクリーションは測定プロセスに含めず当初測定の修正プロセスであり，
この修正プロセスまで含めたものを入口価格に呼称し，それ以外を出口価格と呼称しているという考え方と
いうことになる。

もし，このような考え方を SFAC8Ch.6 が採用しているのであれば，入口価格と出口価格に関する従来の
理解（キャッシュフローによる区分）と異なる新たな概念に変更されていることになるが，SFAC8Ch.6 の
本文では十分に明らかではない。このため，このような新たな概念を提示していたのか，再調達原価のみ特
別の取扱いを例示したのか，が明らかではないという問題が生じている。

Ⅲ　IASB 概念フレームワークにおける測定との比較

前述のように，SFAC8Ch.6 は，SFAC 第 8 号の一部であり，FASB の概念ステートメントの未完成の最後
の章の公表という位置付けになる。また，この概念ステートメント（概念フレームワーク）は，当初 IASB
と FASB の共同プロジェクトであったものが，その後個別に開発することになったという経緯がある。この
ため，ここでは，SFAC8Ch.6 の特徴を整理するために，IASB の概念フレームワークとの比較検討を行う。

1．IASB の 2018 年概念フレームワークにおける測定の特徴
IASB は，2018 年 3 月 29 日に「財務会計に関する概念フレームワーク」（以下「2018 年概念フレームワー

ク」とする）を公表している。2018 年概念フレームワークの公表までの経緯を振り返ると，2010 年に
FASB と IASB の合同で公表後，2012 年に IASB は単独で概念フレームワーク改訂プロジェクトを再開し，
2013 年に討議資料「「財務報告の概念フレームワーク」の見直し」の公表，2015 年に公開草案「財務会計

図表 4　SFAC8Ch.6 では採用されていない再調達原価を入口価格とした場合の測定システム

  測定システム   

   

 入口価格システム   出口価格システム  

   

取得原価 再調達原価    

   

 市場参加者の観点か

らの出口価格 

（公正価値） 

企業固有の観点から

の出口価格 

（企業固有の価値） 

　　 （出典）筆者作成



62 FASB 概念ステートメント第 8 号第 6 章「測定」の特徴と個別基準への影響 

に関する概念フレームワーク」の公表を経て（20），最終版として 2018 年概念フレームワークが公表されて
いる。

2018 年概念フレームワークでは第 6 章で「測定（Measurement）」が取り扱われており，ここでは取得
原価と現在価額（current value）による 2 区分とした上で，現在価額の例示として公正価値，使用価値（履
行価値），及び現在原価（current cost）を示している（2018 年概念フレームワーク，par.6.11）。

この 2018 年概念フレームワークの測定の特徴には，まず混合測定を採用していること（21）があり，さら
に複数の測定基礎を階層的に列挙することにより示していることが指摘できる。このような 2018 年概念フ
レームワークの測定基礎の概要を図示したものが図表 5 である。

図表 5　2018 年概念フレームワークにおける測定基礎の概要

取得原価による測定
「資産，負債，並びに関
連する費用及び収益を
生じさせた取引やその
他 の 事 象 の 価 格 か ら，
少 な く と も 部 分 的 に，
導かれた情報を使用し
て貨幣的情報を提供す
る測定値」（par.6.4）

現在価額による測定
「測定日における状況を反映するようにアップデートした情報を使用して資産，
負債，並びに関連する収益及び費用に関する貨幣的な情報を提供する測定値」

（par.6.10）
（現在価額の例示）
公正価値

「測定日における市場参
加者間の秩序ある取引
において，資産を売却
することで受け取るで
あろう又は負債を移転
するために支払うこと
になるであろう価格」

（par.6.10）

使用価値（資産の測定）
「資産の使用及び最終的
な処分から生じると企
業 が 期 待 す る キ ャ ッ
シュフロー又はその他
の経済的便益の割引現
在価値」（par.6.17）

現在原価（資産の測定）
「測定日における同等の資産
の原価であり，測定日に支払
われるであろう対価にその日
に生じるであろう取引費用を
加算したもの」（par.6.21）

履行価値（負債の測定）
「負債を履行することで
移転すると企業が期待
する貨幣又はその他の
経済的資源の割引現在
価値」（par.6.17）

現在原価（負債の測定）
「測定日における同等の負債
から受けるであろう対価から
その日の生じるであろう取引
費用を控除したもの」

（par.6.21）
（出典）金子友裕［2018］，109 頁を一部修正。

このように定義される各測定基礎であるが，2018 年概念フレームワークではそれぞれの測定基礎による
影響される情報を一覧にまとめたガイダンスを提示し，各測定基礎の特徴を明確化している。なお，このガ
イダンスとして示される表（Table6.1）は 5 頁（2018 年概念フレームワーク，58~62 頁）にわたり示され
る大きな資料となっている（22）。

2．SFAC8Ch.6 と 2018 年概念フレームワークとの差異の分析
IASB の 2018 年概念フレームワークと FASB が公表した SFAC8Ch.6 では，いくつかの差異が見いだせる。
まず，SFAC8Ch.6 では，測定システムとして入口価格システムと出口価格システムによる測定を行うと

しているのに対し，2018 年概念フレームワークでは，取得原価と現在価額による 2 区分としている。ここ
では，混合測定を採用していること，2 区分であるということ，いわゆる原価と時価という区分であるとい
うこと，及び出口価格や現在価額をさらに例示を用いて階層的な区分していること（23）で，同質性を有する
ものとなっているが，SFAC8Ch.6 では測定システムという概念での区分であるのに対し 2018 年概念フレー
ムワークでは測定基礎による区分であるという点で差異がある。この差異については，入口価格及び出口価
格を取得原価及び現在価額に相当する測定基礎と位置付ければ差異はないということになるが，SFAC8Ch.6
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では入口価格及び出口価格が測定基礎である旨の記述は見いだせない。
このように，両者には区分の対象が測定システムか測定基礎かという差異が存在するが，どのような測定

を要求しているかという観点では相当に類似する測定となっていることが指摘できる。
次に，SFAC8Ch.6 では，出口価格システムにおいて，市場参加者の観点からの出口価格や企業固有の観

点からの出口価格に分けており，ここでは公正価値及び企業固有の価値の用語を用いて説明している。
2018 年概念フレームワークでは，現在価額において，公正価値，使用価値（履行価値），及び現在原価の
3 つを示しており，企業固有の価値は減損会計等では使用価値という測定基礎として用いられており，現在
原価の例示の有無で差異があることになる。前述のように，SFAC8Ch.6 でも結論の根拠で再調達原価（現
在原価）を許容するような記述があり，これを SFAC8Ch.6 の概念に包含される内容とすれば差異はないこ
とになるが，SFAC8Ch.6 の本文では明確に示していないという点では差異となる。2018 年概念フレームワー
クでも，現在原価（再調達原価）の使用はハイパーインフレーションの場合しか考慮されていないと思われ
る。IASB の概念フレームワークの検討の中で 2015 年に公表された公開草案（IASB［2015］）では，取得
原価と現在価額の 2 区分としつつ，現在原価の例示には公正価値と使用価値（履行価値）の 2 つのみを明
示しており，2018 年概念フレームワークで現在価額の例示として現在原価が追加されたという経緯がある。
このような経緯を含めて考えると，ハイパーインフレーションの場合に限定される例外的な測定基礎であっ
ても，現在原価を概念フレームワークに明示的に列挙した点に 2018 年概念フレームワークの特徴があり，
現在は限定的な場合の使用しか想定されていないようであるが今後は現在原価の使用される場合が拡大する
か等を注視していくべきものということになる。現在原価（再調達原価）の位置付けが SFAC8Ch.6 と
2018 年概念フレームワークとの差異になるかどうかは SFAC8Ch.6 の結論の根拠の解釈に依存する議論に
なるが，SFAC8Ch.6 の測定システムの概念上に再調達原価があるとすれば 2018 年概念フレームワーク同
様に例外的な測定基礎を明示したという特徴になり，SFAC8Ch.6 の概念上には再調達原価がないとすれば
2018 年概念フレームワークとの差異となるという点で特徴になる。

なお，原価と時価という抽象的な区分であれば 2018 年概念フレームワークと SFAC8Ch.6 とで差異はな
いが，両者には現在価額と出口価格という用語の差異が存在する。ここで，SFAC8Ch.6 は出口価格を現在
価額と同義（又はこれに類するもの）と位置付けていると仮定すると，再調達原価が入口価格システムでは
なく，出口価格システムに含まれることも説明可能となる（24）。ただし，この場合，入口価格及び出口価格
という用語の入口及び出口という区分（入口（取得時）や出口（売却時）のキャッシュフローで測定値を求
める区分）ではなく，過去と現在という区分になっているという問題が生じることになり（前述Ⅱ 2．（3）
②の議論を参照），入口価格及び出口価格の従来の一般的な理解と異なる用語法になっていることになる。

さらに，SFAC8Ch.6 では，具体的な測定基礎の記述がほとんど見いだせない。この点は 2018 年概念フレー
ムワークが測定基礎で区分している点との差異が目立つところである。SFAC8Ch.6 でも公正価値は測定基
礎と位置付けられるものではあるが，これも市場参加者の観点からの出口価格の典型であるために必要な説
明として公正価値という概念を用いているに過ぎないというようにも解釈することが可能であろう。おそら
く，FASB の概念ステートメントでは，測定基礎は各会計基準レベルで規定し，概念ステートメントレベル
では測定基礎の選択等に必要となる基礎的な概念のみを記述しようとした可能性が想定される（25）。

また，これに関連して 2018 年概念フレームワークが測定基礎に関するガイダンスを詳細に示しているの
に対し，SFAC8Ch.6 では測定基礎の記述がないだけでなく，測定システムの選択等に関するガイダンスも
ほとんどないという点で差異がある。これらは，概念ステートメント（概念フレームワーク）としての役割
に差異が存在している可能性がある。この差異は，FASB の今後の個々の会計基準がどの程度概念ステート
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メントを遵守するかを観察して確認するしかないが，2018 年概念フレームワークが「逆メタ基準性」（26）と
いわれるような既存の会計基準を包含した内容で規範性に乏しいものと指摘されるに対し，FASB の概念ス
テートメントは必要な最低限の記述にとどめつつ，概念ステートメントで記述したものは規範性をもって
個々の会計基準開発で遵守すべきもの（「メタ基準性」）としての運用をより強く意識しているものと思われ
る（27）。

Ⅳ　出口価格システムにおける企業固有の価値に関する検討

Ⅲでは，SFAC8Ch.6 の特徴である測定システムの検討を行ったが，SFAC8Ch.6 の特徴には SFAC 第 7 号
では除外した企業固有の価値（28）の採用がある。この点は SFAC8Ch.6 の特徴の中でも特に重要な点となる
ため，SFAC 第 7 号の議論の経緯等を含めて検討を行うこととし，この検討を踏まえて V の減損会計への影
響の検討につなげることとする。

1．SFAC8Ch.6 における企業固有の価値の記述の整理
SFAC8Ch.6 では，「キャッシュフローを用いて出口価格を見積もる目標（objective）は，資産を売却する

ことで受け取るであろう価格，又は負債を移転もしくは決済するために支払うであろう価格を決定すること
である。」（SFAC8Ch.6，par.M22）とし，キャッシュフローを用いて出口価格を見積もる目標を示している。
この点では，SFAC 第 7 号で「当初認識における会計測定及びフレッシュスタート測定において使用される
とき，割引現在価値（present value）の唯一の目標は公正価値を見積もることである。」（SFAC 第 7 号，
par.25）としており，SFAC8Ch.6 は公正価値以外も含意した目標となっている点で SFAC 第 7 号と大きく差
異がある。

そして，「市場参加者の観点から見積りを行う場合には，市場参加者が行うであろう仮定を用いて価格を
算定しなければならない。企業固有の観点から見積りを行う場合には，測定プロセスにおいて，企業固有の
長所又は短所を考慮し，キャッシュフローの価値を決定することになる。どちらの見積りも企業にとっての
出口価格を表すことになるが，キャッシュフローの価値は同じではないかもしれず，市場参加者の観点から
の見積りだけが公正価値を表すことになる。」（SFAC8Ch.6，par.M22）とし，市場参加者の観点からの見積
りだけが公正価値を表すとしつつ，企業固有の観点からの見積りも含めて記述されている。

さらに，「見積りキャッシュフローに基づく出口価格の測定では，見積りキャッシュフローの量，時期，
不確実性が変化した場合に，事後測定に問題が生じる。これらの変化はそれぞれ，見積りキャッシュフロー
の価値に変化をもたらし，その結果，市場参加者の観点又は企業固有の観点のいずれかから再測定を検討し
なければならない。金利の変化もキャッシュフローの価値を変化させるため，市場参加者の観点か企業固有
の観点のいずれかから再測定を検討する必要がある。」（SFAC8Ch.6，par.M23）として，再測定において市
場参加者の観点か企業固有の観点かを選択する必要があるとしている。

このような SFAC8Ch.6 とは異なり，これまでの FASB 概念ステートメント（29）では企業固有の価値を排
除していた（30）。より具体的には，FASB は 1988 年 10 月に割引現在価値に関するプロジェクトを開始し，
その一連のプロジェクトの成果として 2000 年 2 月に SFAC 第 7 号を発表しているが，このプロジェクトの
中で，SFAC 第 7 号公表前の 1997 年の第 1 の公開草案（FASB［1997］）までは，割引現在価値の測定目標
を企業固有の価値と公正価値としていた。しかし，1999 年の第 2 の公開草案（FASB［1999］）からは，企
業固有の価値が除外され，公正価値のみを測定目標としたという経緯があった（31）。
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2．SFAC 第 7 号における企業固有の価値の排除の理由
SFAC 第 7 号（32）では，「企業固有の価値又は企業固有の測定値は，特定企業における資産又は負債の価値

を捉らえようとするものである。企業固有の測定値は，5 つの要素（33）全てを捉えて適用することができる。
しかし，市場参加者の仮定の代わりに企業固有の仮定を用いる測定である。例えば，企業は，市場参加者に
よる仮定というよりむしろその資産の使用に関する企業の期待値を用いて企業固有の測定値を計算する。」

（SFAC 第 7 号，par.24b）と説明している。この企業固有の価値の特徴は，資産や負債の価値を企業毎に把
握しようとすることであり，公正価値では市場参加者の仮定による見積りとされるのに対し，企業固有の価
値では企業固有の仮定による見積りとされることになる。

企業固有の価値は，より正確な測定が行われるとすれば情報価値のある測定となり得る（34）が，主観性の
強い測定であり検証可能性等に懸念のある測定基礎である（35）。

SFAC 第 7 号では，SFAC 第 1 号から財務報告の 3 つの目的を引用（36）し，企業固有の価値への反対を示
している（SFAC 第 7 号，pars.34-38）。この反対意見は，次のように説明される。財務報告の目的からす
ると経営者による最良の将来キャッシュフローの見積り等の公正価値以外の測定が財務報告の第 2 の目的

（SFAC 第 1 号，par.37）により合致すると考える者もいるとした上で，彼らは最も生じる可能性の高いキャッ
シュフローの見積りは，将来キャッシュフローの予測として公正価値よりも優れていることを理由として挙
げているとする。しかし，経営者の最良の見積りは，第 2 の目的の鍵となる要素である将来キャッシュフロー
の不確実性についての情報を伝達しないとする。また，そのような測定は不確実性及び市場関係者が不確実
性のために要求する金額（リスクプレミアム）並びに市場関係者が期待将来キャッシュフローの予測におい
て用いる仮定を含んでいないため，このような情報では第 1 と第 3 の目的（SFAC 第 1 号，par.34 及び 40）
を満たす最も適切な情報が提供されないとするものであるとする。

また，企業固有の価値としての割引現在価値の利用については，アメリカ会計学会（以下「AAA」とする）
からも「リスクの基本的な役割は，公正価値の見積もりであろうと企業固有の価値の見積もりであろうと同
じであるが，両者の大きな差異は，公正価値は市場価格に反映される市場関係者の集合的なリスク認識力と
許容力に依存するのに対し，企業固有のリスクは企業のリスクの認識力と許容力に依存することになる」

（AAA（1998），p.309）と企業固有のリスクに関する問題点の指摘があった。そして，企業固有のリスクを
見積もることは，比較可能な市場取引を欠くため困難であることから，企業固有の価値として割引現在価値
を用いることに反対であるとし，AAA は市場取引に依拠しない企業固有の価値としての割引現在価値（37）

には問題があるとしていた。
このような経緯（38）の中で SFAC 第 7 号は，企業固有の価値を除外したまま公表されることとなった。

3．SFAS 第 157 号（ASC Topic 820）における公正価値測定
SFAC 第 7 号公表後，FASB は 2006 年に財務会計基準書（SFAS）第 157 号「公正価値測定（Fair Value 

Measurements）」を公表した（現在では ASC Topic 820 に置換されている）。なお，SFAS 第 157 号の公表後，
FASB 及び IASB の MoU プロジェクトの一つである「公正価値プロジェクト」として，SFAS 第 157 号と同
様の会計基準が IASB から国際財務報告基準（以下「IFRS」とする）第 13 号「公正価値測定（Fair Value 
Measurement）」として公表（39）されることになる（40）。

SFAS 第 157 号（ASC Topic 820）では，公正価値を測定するためのヒエラルキー（公正価値ヒエラルキー
（ASC Topic 820-10-35-40 ～ 820-10-35-54A）を設けている。この公正価値ヒエラルキーにおいて，レベ
ル 1 インプットを測定日現在における同一の資産について活発な市場における相場価格とし，レベル 2 イ
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ンプットを同種の資産について活発な市場における相場価格を修正した価格とし，レベル 3 インプットで
は同一又は同種の資産について活発な市場が観察できない場合で，この場合には割引現在価値等の見積もり
の技法を用いるとしている。なお，レベル 3 インプットでは，マーケットアプローチ，インカムアプロー
チ及びコストアプローチの 3 種類の見積りの技法を用いることとされ，インカムアプローチにおける 1 つ
の技法として割引現在価値が位置付けられている。

そして，SFAS 第 157 号（ASC Topic 820）では，これらインプットについては，「市場参加者が資産又は
負 債 の 価 格 決 定 に お い て 用 い る 仮 定 」（ASC Topic 820-20） を 用 い る こ と と し て い る（41）。 こ こ で，
SFAC8Ch.6 で は「 市 場 参 加 者 の 観 点（perspective）」 と し て い る 点 で SFAS 第 157 号 に お け る「 仮 定

（assumptions）」との差異があるが，SFAC8Ch.6 では「市場参加者の観点から見積りを行う場合には，市場
参加者が行うであろう仮定（assumptions）を用いて価格を算定すべきである。」（SFAC8Ch.6，par.M22）
としており，「仮定」を用いた見積りという概念として「観点」を用いているだけの差異であり，実質的に
は同様である。

SFAC8Ch.6 では公正価値ヒエラルキーに関しての記述こそないが，公正価値の定義や公正価値測定の基
礎 的 な 内 容 に つ い て SFAS 第 157 号（ASC Topic 820） と 矛 盾 の な い も の と な っ て い る。 そ の 上 で，
SFAC8Ch.6 は，企業固有の価値を公正価値とは異なる測定と位置付け，SFAS 第 157 号（ASC Topic 820）
への影響を与えないようにした上で，企業固有の価値という SFAC 第 7 号で除外した測定を取り込んだこと
になる。

Ⅴ　減損会計からみる SFAC8Ch.6 公表の影響の可能性

こ こ ま で SFAC8Ch.6 の 特 徴 等 を 検 討 し， 特 に Ⅳ で は SFAC 第 7 号 で 除 外 し た 企 業 固 有 の 価 値 が
SFAC8Ch.6 で取り込まれた点の検討を行ってきた。ここからは，このような SFAC8Ch.6 が今後の会計制度
に与える影響の可能性について，減損会計を取り上げて検討することとする。

1．FASB，IASB 及び企業会計審議会が公表している減損会計における測定基礎
FASB，IASB 及び企業会計審議会（42）が公表している減損会計には，様々な差異が存在する。この差異の

うち，本稿の議論に関係する測定に関する取扱いを中心に整理すると次のようになる。
FASB では，減損会計を ASC Topic 360「有形固定資産」の中で「長期資産の減損又は処分」として規定

している。FASB は，減損を「長期資産（資産グループ）の帳簿価額が公正価値を超過する状況が存在する
状況」（ASC Topic 360-20）と定義している。認識については，蓋然性規準を採用しているといわれ，（兆
候の識別をした上で）使用及び処分から生じる割引前キャッシュフローの合計を超過する場合に長期資産（資
産グループ）の帳簿価額は回収不能とされ，このような回収不能な場合に減損損失を認識することとなって
いる（ASC Topic 360-10-35-17）。そして，減損損失を「長期資産（資産グループ）の帳簿価額が公正価値
を超過する金額として測定しなければならない。」（ASC Topic 360-10-35-17）としている。つまり，FASB
では，減損損失を公正価値と帳簿価額との差額で測定することとしている。

IASB では，減損会計を IAS 第 36 号「資産の減損」で規定している。IASB は，減損を「資産は，その帳
簿価額が回収可能価額を超過する場合」（IAS36，par.8）としている。そして，IASB の認識は，経済性規準
を採用しているといわれ，（兆候の識別をした上で）回収可能価額が帳簿価額を超過する場合に減損損失を
認識することとしている。そして，減損損失は，「資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過
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する金額」とし，この回収可能価額は，「資産又は資金生成単位の処分コスト控除後の公正価値及び使用価
値のいずれか高い金額」（IAS36，par.6）としている。ここで，「処分コストとは，資産の取得原価，又は取
得原価に代わる財務諸表上の金額から残存価額を控除した額」（IAS36，par.6）とし，公正価値は IFRS 第
13 号の定義と同じものを示している。また，使用価値は「資産又は資金生成単位から生じると見込まれる
将来キャッシュフローの割引現在価値」（IAS36，par.6）としている。この使用価値は「企業が当該資産か
ら得られると期待する将来キャッシュフローの見積り」（IAS36，par.30）の要素を反映するものとしており，
企業固有の価値の性格を有するものである。

企業会計審議会では，減損会計を「固定資産の減損に係る会計基準」（以下「減損会計基準」とする）で
規定している。企業会計審議会は，減損を「資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった状
態であり，減損処理とは，そのような場合に，一定の条件の下で回収可能性を反映させるように帳簿価額を
減額する会計処理である。」（固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書三 3．）とする。認識に
ついては，蓋然性規準を採用しているといわれ，（兆候の識別をした上で）「資産又は資産グループから得ら
れる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合」（減損会計基準二 2.（1））に減損損失
を認識する。そして，減損損失の測定は「帳簿価額を回収可能価額まで減額し，当該減少額を減損損失とし
て当期の損失とする」（減損会計基準二 3.）とする。ここで，回収可能価額は「資産又は資産グループの正
味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額」（減損会計基準注解（注 1）1.）であり，正味売却価額と
は「資産又は資産グループの時価から処分費用見込額を控除して算定される金額」（減損会計基準注解（注 1）
2.）をいい，使用価値とは「資産又は資産グループの継続的使用と使用後の処分によって生ずると見込まれ
る将来キャッシュ・フローの現在価値」（減損会計基準注解（注 1）4．）をいうとしている。ここで，「減損
損失を認識するかどうかの判定及び使用価値の算定に際して…（中略）…，企業に固有の事情を反映した合
理的で説明可能な仮定及び予測に基づいて見積る」（固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書
四 2．（4）①）としており，企業会計審議会が定義する使用価値も企業固有の価値の性格を有するものであ
る。

FASB，IASB 及び企業会計審議会の公表した減損会計に用いる測定基礎は，IASB が回収可能価額（処分コ
スト控除の公正価値・使用価値），企業会計審議会が回収可能価額（売却価額・使用価値）としているのに
対し，FASB は公正価値としている。このように FASB では，IASB 及び企業会計審議会と異なり，企業固有
の価値の性格を有する使用価値を用いないものとしている点で特徴がある。

2．SFAC8Ch.6 による FASB の減損会計への影響の可能性
FASB では，減損損失を認識した場合に，長期資産の修正された帳簿価額は新たな原価を基礎とする方法

（new cost basis）によらなければならないとしている。そして，新たな原価を基礎とする方法では，修正さ
れた帳簿価額を有効な残存年数にわたり減価償却を行うものとし，減損損失の戻入は行わないとしている

（ASC Topic 360-10-35-20）。このような新たな原価を基礎とする方法を採用しているのは，FASB は減損に
より新たな投資が行われたものと仮定した処理を想定しているためであろう。このような新たな投資という
考え方であれば，回収可能価額ではなく，公正価値を減損会計における測定基礎として用いるべきというこ
とになろう。

しかし，さらに検討を深め，なぜこのような考え方が採用されたかを考えると，FASB における減損会計
に関する会計基準の修正のタイミングと経緯による可能性がある。つまり，FASB では，現行の減損会計は
2000 年 6 月に公開草案を公表し，2001 年 10 月に SFAS 第 144 号「長期資産の減損又は処分の会計処理
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（Accounting for the Impairment or Disposal of Long-Lived Assets）」として公表したものを，その後 ASC に
より現在の Topic 360-10 としている。この SFAS 第 144 号公表までの議論の中で，それ以前の会計基準で
ある SFAS 第 121 号から変更点として SFAC 第 7 号の期待割引現在価値技法が採用される等の経緯があり，
この公表時点では 2000 年 2 月に公表された SFAC 第 7 号が考慮されていたものと思われる。さらにいえば，
この当時は金融資産以外にも減損会計等の事業用資産における公正価値の適用の可否を考慮しつつ，新たな
概念ステートメント（概念フレームワーク）の開発を行っていたであろうから，SFAC で放棄した企業固有
の価値を減損会計において用いることを回避することは，概念ステートメントと個々の会計基準の平仄とい
う点でも都合が良かったものと思われる。

残念ながら SFAS 第 144 号の公表にどの程度 SFAC 第 7 号が影響を与えていたかは，推測の域を出る結論
を提示できる証拠がない。しかし，上記のように考えると，SFAC 第 7 号で放棄した企業固有の価値が，
SFAC8Ch.6 で企業固有の観点からの出口価格として復活したことは，今後の FASB における会計基準の開発
や改訂において影響を与えていくことが考えられる。当然，減損をどのように捉えるか等の問題もあり，利
用可能な測定基礎が増えたとしても直ちに会計基準の改訂が行われるとは限らない。ただし，他の会計基準
設定団体の減損会計と比較し FASB のみ異なっているという状況もあり，減損会計を見直す機会が生じた場
合に，企業固有の価値の性格を有する使用価値を用いるようになる可能性があると考えている。

さらに，SFAC8Ch.6 では，入口価格に取引コストを含めているが，回収可能性及び決済可能性の前提を
考慮する必要があるため，取引価格を加算することで回収可能な金額を超過する場合には事後に取引コスト
の費用化のプロセスが必要になる。この費用化のプロセスの中には減損処理も考慮され，SFAC8Ch.6 の結
論の根拠でも，（回収可能性の）「前提が減損を通じて資産に簡単に適用できることを認めている」

（SFAC8Ch.6，par.6.15）の記述がある。実際には，個々の会計基準での検討とはなるが，これまで通り蓋
然性規準を維持することが困難になる可能性も考えられる。このように，SFAC8Ch.6 の影響により減損会
計の見直しの必要性が生じる可能性があり，測定基礎の見直しも無視できない問題となると思われる。

Ⅵ　おわりに

SFAC8Ch.6 の公表より SFAC 第 1 号から第 7 号までの全てが差し替えられることになり，FASB の概念ス
テートメントは SFAC 第 8 号に全て置き換えられることになった。本稿では，この中の最後に公表された章
である SFAC8Ch.6 を取り上げて検討を行った。

まず，SFAC8Ch.6 では，測定システムを採用し，ここでは，入口価格システムと出口価格システムの区分，
そして出口価格システムでは市場参加者の観点からの出口価格（公正価値）と企業固有の観点からの出口価
格（企業固有の価値）に区分，を示している。

本稿では，SFAC8Ch.6 の特徴を明らかにするため，コメントレターの分析を含めた ED との比較，IASB
の 2018 年概念フレームワークとの比較，及び SFAC 第 7 号等との比較を行った。これらの比較における主
要な分析結果は，ED との比較では結論の根拠で示される再調達原価の記述につき，再調達原価を出口価格
と位置付けていることの問題及び「出口価格とみなせる特定の測定」の概念が不明確であるという問題があっ
た。2018 年概念フレームワークとの比較では，区分の対象が測定システムか測定基礎かという差異等が存
在するが，どのような測定を要求しているかという観点では相当に類似する測定となっていた。そして，
SFAC 第 7 号等との比較では企業固有の価値に着目した比較を行ったが，SFAC 第 7 号における企業固有の
価値の排除の理由や現行の公正価値測定に影響を与えない概念ステートメントとなっている等の結果が確認
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できた。
さらに，本稿では，SFAC8Ch.6 の公表による影響について減損会計を取り上げて検討することにした。

この結果，SFAC8Ch.6 における企業固有の価値の取扱いや取引コストの取扱いから，現行の減損会計を変
化させる要素が見出された。このため，会計基準等の変更は長期間の観察が必要になると思われるが，いず
れ減損会計の改訂を検討するにあたり SFAC8Ch.6 の影響が減損会計に現れる可能性があることを指摘した。

注
（1）	 FASB の ホ ー ム ペ ー ジ で も，「The Conceptual Framework （or “Concepts Statements”）」（https://fasb.org/the-

conceptual-framework#section400025，2024 年 9 月 10 日アクセス）のような表記もあり，「概念ステートメント」
と「概念フレームワーク」を相互互換的な用語として用いている。これは，IASB と FASB が共同で改訂プロジェ
クトを行っていたこと等に起因するものであると思われる。本稿では，抽象的な場合は「概念フレームワーク」
の表記とし，FASB の公表物と IASB の公表物の場合はそれぞれ「概念ステートメント」と「概念フレームワーク」
として表記することにする。

	 　なお，FASB のホームページのリニューアルが行われたようで，上記の FASB のホームページの URL で該当の表
記が見つからなくなっていることやコメントレター等が入手できなくなっている（少なくとも，当初の URL では
入手できない）等の変更が行われている。このため，本稿では，論文投稿時点で URL が変更されているものは，
最終確認時点の URL 及びアクセス日（2024 年 9 月 10 日）で記載している。

（2）	 これまでに公表された SFAC 第 8 号の各章は，図表 6 のようになる。なお，当初の公表年月を記載している。そ
の後，第 1 章は 2021 年 12 月，第 3 章は 2018 年 8 月，第 8 章は 2021 年 12 月に改訂が行われている。

	 図表 6　SFAC 第 8 号の公表
公表年月 タイトル

第 1 章 2010年9月 一般目的財務報告の目的（The Objective of General Purpose Financial Reporting）
第 2 章 2023年6月 報告企業（The Reporting Entity）
第 3 章 2010年9月 有用な財務情報の質的特性（Qualitative Characteristics of Useful Financial Information）
第 4 章 2021年12月 財務諸表の要素（Elements of Financial Statements）
第 5 章 2023年8月 認識と認識の中止（Recognition and Derecognition）
第 6 章 2024年7月 測定（Measurement）
第 7 章 2021年12月 表示（Presentation）
第 8 章 2018年8月 財務諸表の注記（Notes to Financial Statements）

　　　（出典）�FASB ホームページ（https://www.fasb.org/standards/concept-statements，2024 年 9 月 10 日アクセス）を参照し，筆
者作成。

（3）	 relevant は，目的適合性とも訳されるが，本稿では関連性として訳している。
（4）	 測定差額の損益等への影響は，損益取引として当期純利益の変更とするか又は損益取引以外としてその他の包括

利益の変更とするかという大きな問題があり，さらにリサイクリングの有無という問題を派生する可能性がある。
しかし，SFAC8Ch.6 でも，この部分は ED の記述から変更なく公表しており，また，測定差額を「包括利益に影
響する」（ED，par.M15 及び SFAC8Ch.6，par.M17）のように測定差額を包括利益のどこかでは認識するという記
述にとどまっている。概念ステートメントにおいて，認識は他の章で取り扱っていることや詳細は会計基準等に
委任するためであると思われるが，事後測定時等に帳簿価額との差異が生じることを前提に，この差異は包括利
益のどこかに計上するものとして議論の対象外とし，どのような測定を行うかにのみ焦点が当てられている。

（5）	 ED で は「 価 格（price） は 観 察 さ れ る も の よ り も む し ろ 見 積 も ら れ る も の（are estimated）」 と の 記 述 が，
SFAC8Ch.6 では「出口価格（exit price）は観察されるものよりむしろ見積もることができるもの（can be 
estimated）」（SFAC8Ch.6，par.M6）と変更されている。表現上の差異ではあるが，出口価格の概念を取引等に基
づき観察されるものが基礎であることを明確にしようとしていると思われる。

（6）	 このような測定システムの選択以外にも Botosan［2019］が提案した区分がある。ここでは，価値創造（value-
creation）の観点から，資源を交換（in-exchange）と使用（in-use）に区分し，交換は公正価値，使用を取得原価
に結び付ける区分の提案，及び，価値配分（value-distribution）の観点から，請求権を残余請求権（residual 
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claims）と残余請求権以外（nonresidual claims）に区分し，残余請求権以外以外を公正価値と償却原価に区分す
る提案がある。なお，コメントレター AAA FRPC でも，ED 以外の区分方法として Botosan［2019］の区分等を
例示している。

（7）	 なお，このような ED の記述は，これまでの公正価値の定義等に矛盾しないものとなっており，SFAC8Ch.6 にお
いても変更されずに公表されている。

（8）	 正確に記述すれば，SFAC8Ch.6 の結論の根拠で指摘される再調達原価等の測定基礎を意識せずに，ED 及び
SFAC8Ch.6 を文理通りに図示したものが図表 1 となる。

（9）	 市場参加者の観点からの出口価格に公正価値が含まれることは明確であるが，公正価値以外の測定基礎が含まれ
うるかは明確ではない。この点は，コメントレター KPMG でも，ED のパラグラフ M7（b）の出口価格の説明の
中に「資産の売却により受け取る価格」とあるが，これが「公正価値の定義であることから，混乱を引き起こす
可能性がある」（1 頁）との指摘がある。

（10）	コメントレターは，FASB ホームページ（https://www.fasb.org/projects/documents-open-for-comments，2024
年 9 月 10 日アクセス）より入手した。

	 　なお，コメントレターには番号が振られ，提出者が記載されている。本稿では，表記の都合上，次のように記
載する（提出者の表記は FASB のホームページに従い，法人の場合は法人名，個人の場合は氏名を記載）。

	 図表 7　コメントレターの提出者
番号 提出者

1 RSM US LLP
2 MANOJ KUMAR VANDANAPU
3 PAUL B. W. MILLER
4 AICPA PCPS TIC
5 BYU MARRIOTT SCHOOL OF ACCOUNTANCY
6 CLIFTONLARSONALLEN LLP
7 FICPA APASC
8 PRICEWATERHOUSECOOPERS LLP
9 AAA FRPC

10 BDO USA P.A
11 ROBERT N. WAXMAN
12 WSCPA
13 AAA FRC LGRC
14 KPMG LLP
15 VSCPA AAAC
16 CASE WESTERN RESERVE UNIVERSITY MASTER OF ACCOUNTANCY STUDENTS
17 KROLL
18 FEI CCR
19 LOUISIANA STATE UNIVERSITY MASTER OF ACCOUNTANCY STUDENTS
20 GRANT THORNTON LLP
21 YOSHINORI KAWAMURA
22 CFA INSTITUTE CDPC
23 DELOITTE TOUCHE LLP
24 AICPA FINREC
25 IMA FRC

　　　（出典）�FASB ホームページ（https://www.fasb.org/projects/documents-open-for-comments，2024 年 9 月 10 日アクセス）を
参照し，筆者作成。

（11）	本稿では，論点の集約のために割愛したが，負債の入口価格がない場合等に関して ED パラグラフ M39 の削除，
SFAC8Ch.6 パラグラフ M29，M36 及び BC6.16 の追加，並びに入口価格の見積りとしてのキャッシュフローの削
除に関して ED パラグラフ M21 の削除等が行われている。

（12）	システマティックなアモチゼーション又はアクリーションは，入口価格や出口価格の近似値を目的とするもので
はないとし，貸付金の利息のような契約上の取決めと減価償却のような人為的な配分があるとしている

（SFAC8Ch.6，par.11）。なお，「アモチゼーション費用は契約に基づいて決定されることがほとんどであるのに対し，
減価償却費は人為的な配分に基づいて決定されることがほとんどである。したがって，アモチゼーション費用は
調整された出口価格の性格を有し，減価償却費は調整された入口価格の性格を有する。また，実務では多くの調
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整された価格が使用されており，もう一つの中間的なカテゴリーが必要であると思われる。概念的には，これら
の調整価格は，取引や市場で観察される価格とはみなせない。」（コメントレター Kawamura，p.3）の指摘があり，
アモチゼーションと減価償却により性格に差異が生じるものとする見解がある。

（13）	「M13 で説明されるように，資産を取得するための直接的な取引コストは，意図したとおりの機能を果たすため
に必要な場所と状態を示すものとして，当初入口価格に明示的に含めるべきであると考える。」（コメントレター
FEI，p.2）のように入口価格に取引コストが含まれること自体の指摘もあり，結論の根拠において入口価格システ
ムで取引コストを含める旨を明示したものと思われる。

（14）	「税金費用，出荷費用及び管理費用のような資産の取得に関連する特定のコストは，資産の当初入口価格に含める
ことが提案されている。これらのコストは，個別に資産の定義を満たしていないとしても，資産の期待使用期間
にわたって配分されるべきである。」（コメントレター WSCPA，p.3）との提案もあり，資産の定義との合致と取
引コストの配分（おそらく損益計算への影響の考慮）のいずれに重点を置くかという議論が背景にあるものと思
われる。SFAC8Ch.6 では，概念ステートメントとしての性格から資産の定義に合致した測定を開発する必要があ
るが，回収可能性及び決済可能性の前提を徹底すると生じる取引コストのような矛盾への対応は個々の会計基準
に委ねているように思われる。

（15）	書き方やニュアンスの差異はあるが，他にも BYU（p.4），PwC（p.4），AAA FRPC（p.13），BDO（p.3），CWRU（p.6），
FEI（p.2），LSU（p.3），Grant Thornton（p.2），Kawamura（pp.2-3），AICPA FinREC（p.1），IMA（pp.1-2）のコ
メントレターでも概ね同様の主旨の記述があった。

（16）	書き方やニュアンスの差異はあるが，他にも BDO（p.2），KPMG（pp.2-3），KROLL（p.3），Grant Thornton（p.2），
CFA（p.1），Deloitte（p.3），IMA（p.2）のコメントレターでも概ね同様の主旨の記述があった。

（17）	再調達原価（現在原価）は，「現在，同じ又は同等の資産を取得した場合の現金及び同等物の金額」（SFAC 第 5 号，
par.67b）と定義されており，議論の単純化のため，市場価格を考慮しうるものとして市場参加者の観点からの出
口価格に区分したが，市場価格がない場合等は企業固有の観点からの出口価格に区分されることも検討する必要
があると思われる。

（18）	なお，価格をアンカーにするという概念から再調達原価を許容するという解釈も可能かもしれないが，この場合，
SFAC8Ch.6 が示す測定システムを持ち出すまでもなく，どのような測定基礎でも許容されうる議論となる余地が
あるため検討から除外している。

（19）	このような考え方は，SFAC8Ch.6 の出口価格の定義「交換取引において，資産を売却するために受け取った価格（受
け取ったものの価値）又は負債を移転若しくは決済するために支払った価格」（ED，par.M7）と矛盾する。しかし，
この矛盾は，そもそも再調達原価がこの SFAC8Ch.6 の出口価格の定義との矛盾があるために生じるものであり，
SFAC8Ch.6 の結論の根拠の記述を前提に検討したものである。

（20）	この 2013 年の討議資料及び 2015 年の公開草案では，測定に関して 2018 年概念フレームワークと異なる議論
がなされていた。討議資料と公開草案の測定に関する差異については金子［2016a］，公開草案における測定の特
徴については金子［2016b］及び金子［2017］，2018 年の概念フレームワークにおける測定の特徴については金
子［2018］等を参照。

（21）	混合測定について複数のパターンが考えられる点や IAS36 における使用価値のハイブリットな性質については，
金子［2017］を参照。なお，金子［2017］では，これらの点について公開草案を前提に記述しているが，2018
年概念フレームワークでも同様である。

（22）	1989 年に公表されたフレームワークでは各測定基礎について「内容を簡素に記述するに留まっていたが，2018
年版フレームワークは，記述が大幅に拡充」（板橋［2018］，128 頁）されたとの指摘がある。

（23）	古賀［2005］では，公正価値を「一定の人的要件［知識レベル，自発的意思，独立性］を満たした当事者間取引
で成立すると想定される『仮定上の取引』に基づく見積交換価格」（古賀［2005］，91 頁）とし，公正価値概念は，
経営者個人の主観的評価に基づくものか，市場参加者の合意によって客観的に成立したものかにより，「『主観的
公正価値概念』と『客観的公正価値概念』に区分される」（古賀［2005］，93 頁）と説明している。このような
区分の考え方は，公正価値の用語法こそ現在の制度と差異があるが，現在価額や SFAC8Ch.6 での出口価格システ
ムの議論と本質的な差異がないものと思われる。

（24）	前述のように，SFAC8Ch.6 の出口価格の定義とは矛盾することになる。
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（25）	FASB では，かつて概念フレームワークについて，「概念フレームワークは，相互に関連する目標と基礎的要素か
らなる。その目標は財務報告の到達点や目的を示すものであり，その基礎的要素は目標に到達するのを助ける前
提となる概念である」（Foster and Johnson［2001］，p.1）との意見が提示されている。

（26）	「メタ基準性」や「逆メタ基準性」については，岩崎［2019］，2 頁を参照。
（27）	この差異については，IASB が制度の異なる多数の国での適用を考慮したバランスに配慮した概念フレームワーク

であるのに対し，FASB の概念ステートメントは US-GAAP の範囲外としてアメリカの会計基準開発に影響を及ぼ
すものでありアメリカの制度的観点から IASB に比較して「メタ基準性」が強く要求されていることが考えられる。

（28）	SFAC8Ch.6 では，「企業固有の価値」だけでなく，「企業固有の観点からの出口価格」との表記を行っている。本
稿では，出口価格に関する議論に着目しているため，この両者を同義として取り扱っている。また，SFAC 第 7 号
では，企業固有の価値と使用価値を同義語として用いており（SFAC 第 7 号注 3），本稿でも特に断りのない場合は，
使用価値は企業固有の価値の特徴を有する測定基礎として用いることとする。

（29）	SFAC8Ch.6 では，概念ステートメントにおける測定全般を範疇にするため，これまでの SFAC 第 5 号及び第 7 号
を包含した対象となっているという点でこれまでの SFAC と差異がある。しかし，SFAC 第 5 号が 1984 年に公表
された後，2000 年に SFAC 第 7 号に割引現在価値の利用に関する検討の中で出口価格としての公正価値が定義さ
れていったという経緯で 2 つの SFAC にわたって測定に関する内容が区分されていただけであり，SFAC 第 8 号に
概念ステートメントを統合する中で分割された測定の内容が統合されるのは当然のことと思われる。

（30）	角ヶ谷［2006］は，企業固有の価値を排除したことで市場重視の方向性が決定づけられたとしており，「『内』（企
業の論理）より『外』（市場の論理）を優先させる今日的な現在価値観が確立した」（角ヶ谷［2006］，110 頁）
と指摘している。

（31）	アメリカにおける FASB の概念ステートメント公表前から SFAC 第 7 号公表までの測定に関する議論については，
金子［2019］を参照。

（32）	SFAC8Ch.6 の結論の根拠では，「SFAC 第 7 号の公表以降，基準設定環境と実務が進展していることを観察した。
このため，FASB は SFAC 第 7 号全体を置き換えることを決定した。FASB は，SFAC 第 7 号はこの章の狭い観点に
関連し，性格的に概念というより説明的なものと指摘した。」（SFAC8Ch.6，par.BC6.24）とし，SFAC 第 7 号は
SFAC8Ch.6 により全て置き換えられることになった。なお，（コメントレターの中には）「SFAC 第 7 号の部分を保
持するよう FASB に提案もあった。FASB は，SFAC 第 7 号全体を置き換える決定を支持した。FASB は，SFAC 第
7 号はこの章のユーザーに有用な情報を提供しないと判断した。」（SFAC8Ch.6，par.BC6.25）としている。

（33）	SFAC 第 7 号では，5 つの要素として次のものが示されている（SFAC 第 7 号，par.23）。
	 a．�将来キャッシュフローの見積り，又はさらに複雑な場合には異なる時間の将来キャッシュフローの連続の見積り
	 b．これらのキャッシュフローの金額とタイミングの生じうる可能性の期待値
	 c．リスクフリーレートにより表される貨幣の時間価値
	 d．資産又は負債に固有の不確実性を考慮した価格
	 e．非流動性や市場の不完全性を含む，識別不能となることもある，その他の要素

（34）	例えば，Barth and Landsman［1995］は，「使用価値が，個々の資産に関連する企業の価値全体を把握する唯一
の測定値」（p.101）であり，「公正価値会計は使用価値に焦点を置かなければならない」（p.101）と指摘している。
また，古賀［2000］でも「公正価値の本質は，『将来キャッシュ・フローの現在価値』としての使用価値（主観
価値）」（105 頁）としている。

（35）	ICAEW［2006］（2007 年 1-2 月に行われた IASB と FASB による測定に関するラウンドテーブルディスカッショ
ンにおいて測定に関する追加資料の 1 つとして扱われた報告書）では，使用価値に基づいて作成される情報は，
他の測定基礎により作成される情報より目的適合的である場合があり，使用価値情報は，事業の将来キャッシュ
フローの割引現在価値に興味のある全ての者に目的適合的であるとする。また，使用価値は，経済学者の所得概
念（Hicks［1946］，p.172 を引用して説明）と合致するとしている。一方で，基礎となる予測，仮定及び感度の
完全な開示がない場合，使用価値情報の有用性は制限されたものとなるとし，使用価値は，将来キャッシュフロー
の予測に基づくため，予測したキャッシュフローがすでに生じた場合又は確実な契約がある場合のみ客観的であ
るが，使用価値は予想に基づくのでその計算は最も主観的であるとしている（ICAEW［2006］，pars.3.6.2 ～ 3.6.3）。

（36）	SFAC 第 7 号が引用した財務報告の 3 つの目的は，次のものである。
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	 a．�情報は，合理的な投資，与信及びその他の決定をするとき，現在あるいは潜在的な投資者，債権者及びその他
の使用者に対して有用である（SFAC 第 1 号，par.34）。

	 b．�情報は，現在あるいは潜在的な投資者，債権者及びその他の使用者が配当又は利息及び有価証券又は債権の譲渡，
途中償還又は満期償還による収入から将来受け取る現金の金額，タイミングそして不確実性を評価する時に役
立つものである（SFAC 第 1 号，par.37）。

	 c．�情報は，企業の経済的資源，これらの資源に対する請求権（他の企業や所有者の持分へ資源を移転する企業の
義務）ならびに資源及びこれらの資源に対する請求権が変化する取引，事象や環境の影響を示すものである

（SFAC 第 1 号，par.40）。
（37）	なお，この頃の議論には，会計測定における割引現在価値の使用には，その適用が会計情報の信頼性を減じるこ

とになるとの主張があり，企業固有の価値のみならず，現在価値測定自体の信頼性を不安視する見解（例えば，
Jones［1999］，pp.28-33 等）もあった。この点では，当時の状況と，公正価値測定が会計基準で制度され一定期
間の運用を経た今日の状況とでは変化が生じている。

（38）	Foster and Upton［2001］では，SFAC 第 7 号は，その環境における利用可能な最良のツールを使用する公正価値
の見積りをその目的に設定したが，FASB は，市場取引が欠如した場合における見積りには重要な判断を必要とす
るだろうし，その結果があいまいになることを認識していると説明している（p.6）。

（39）	「少なくとも一時期の IASB は，資産・負債の評価基準について可能な限り統一を図ることで『資金提供者らの意
思決定にとってより有用な情報』が提供される，という考え方にもとづき基準を開発しようとしていた，と言わ
れることが多い」（米山［2014］，45 頁）や「当初，IASB は，単一の測定基準（公正価値）を目指し，測定基準
の検討を進めてきた」（草野［2014］，151 頁）とされるように，近年の一時期にあった公正価値測定による統一
的な測定というスタンスからは離れたものとなっている。

（40）	SFAS 第 157 号（ASC Topic 820）と IFRS 第 13 号の影響は，わが国にも及んでいる。企業会計基準委員会（以下
「ASBJ」とする）は，2010 年 7 月に公開草案「公正価値測定及びその開示に関する会計基準（案）」を公表したが，
この公開草案は最終化には至らず中断されることになった。しかし，その後も「IFRS や米国会計基準で求められ
る公正価値測定に関する開示の多くは日本基準で定められておらず，金融機関などにおいて国際的な比較可能性
が損なわれているのではないかとの意見が聞かれていた」（PwC あらた有限責任監査法人［2020］，7 頁）ことから，
ASBJ は 2018 年 3 月に時価に関するガイダンス及び開示の取組みに着手し，2019 年 1 月の公開草案の公表を経て，
2019 年 7 月に企業会計基準第 30 号「時価の算定に関する会計基準」が公表している。

	 　SFAS 第 157 号（ASC Topic 820），IFRS 第 13 号及び「時価の算定に関する会計基準」の関係については，「公
正価値測定の領域については，米国会計基準は，IFRS とコンバージェンスが図られており，『公正価値』の定義の
みならず，詳細なガイダンスの文言についても IFRS とほぼ同様である。日本基準においても，国際的に整合性あ
る会計基準とするための取組みが行われ，…（中略）…公正価値の基本的な概念は，IFRS と米国会計基準の概念
と同じである。ただし，日本基準では，『公正価値』という用語ではなく，『時価』という用語が用いられている。
これは，日本におけるさまざまな関連諸法規において時価という用語が広く用いられている状況などに配慮され
たためである」（PwC あらた有限責任監査法人［2020］，3-4 頁）と説明されている。

	 　なお，「時価の算定に関する会計基準」において生じた「時価」という用語の多義性に問題については，金子
［2021］，66-78 頁を参照。

（41）	SFAS 第 157 号では，「観察不能なインプットは，市場参加者がその状況において利用可能な最善の情報に基づき
作り出した資産又は負債の価格決定において用いる仮定について，報告企業自身の仮定が反映されるインプット
である」（SFAS 第 157 号，par.21b）との記述があった。

	 　この取扱いは，観察不能なインプットとして，報告企業自身の仮定が反映されることを観察不能なインプット
を最小限で使用するという範囲内で許容しているものとも考えられ，企業固有の価値の許容とも考えられるもの
であった。しかし，この取扱いの制約的な限定を考慮すると，公正価値が市場価格を目標とする測定値であるこ
とを放棄して企業固有の価値を許容したというものではなく，現実的な適用上の問題を考慮したにすぎないと思
われるが，このような取扱いが必要となるように現実的な適用上の問題を考慮すると，市場参加者の仮定のみで
測定を行うことが困難になるという問題（すべて市場価格を目標とした測定の実行可能性の問題）が顕現化して
いるともいえると思われる。
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	 　なお，現行では，「報告企業は，その状況において報告企業自身のデータを含む利用可能な最良の情報を使用して，
観察不能なインプットを開発しなければならない。観察不能なインプットを開発するにおいて，報告企業は自身
のデータから始めてもよいが，合理的に利用可能な情報により他の市場参加者が異なるデータを使用することが
示されている場合又は他の市場参加者が利用できない報告企業特有のもの（例えば，企業固有のシナジー）があ
る場合には，それらのデータを調整しなければならない。報告企業は，市場参加者の仮定に関する情報を入手す
るために徹底的な努力をする必要はない。しかし，報告企業は，合理的に利用可能な市場参加者の仮定に関する
すべての情報を考慮しなければならない。上記の方法で開発された観察不能なインプットは，市場参加者の仮定
とみなされ，公正価値測定の目的に合致する。」（ASC Topic 820-10-35-54A）とされている。

（42） 日本の減損会計は，企業会計審議会が「固定資産の減損に係る会計基準」を公表しているが，ASBJ により「固定
資産の減損に係る会計基準の適用指針」が公表されており，これらが一体となって会計制度として機能している。
このように日本の減損会計は複数の組織から公表された会計制度となっているが，表記の簡便性から会計基準の
公表団体である企業会計審議会としている。
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